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1. 2019年3月期の連結業績（2018年4月1日～2019年3月31日）

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2019年3月期 46,337 2.7 2,712 △3.3 2,852 △0.2 2,287 49.1

2018年3月期 45,113 2.9 2,805 1.1 2,859 2.5 1,533 △26.0

（注）包括利益 2019年3月期　　1,802百万円 （△23.5％） 2018年3月期　　2,355百万円 （△3.1％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2019年3月期 140.22 ― 4.9 5.1 5.9

2018年3月期 94.02 ― 3.4 5.3 6.2

（参考） 持分法投資損益 2019年3月期 ―百万円 2018年3月期 ―百万円

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

2019年3月期 57,497 47,314 82.3 2,900.90

2018年3月期 54,634 46,035 84.3 2,822.34

（参考） 自己資本 2019年3月期 47,314百万円 2018年3月期 46,035百万円

(3) 連結キャッシュ・フローの状況
営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

2019年3月期 3,455 △901 △548 14,394

2018年3月期 740 △2,560 △569 12,315

2. 配当の状況

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2018年3月期 ― 16.00 ― 16.00 32.00 521 34.0 1.2

2019年3月期 ― 16.00 ― 24.00 40.00 652 28.5 1.4

2020年3月期(予想) ― 25.00 ― 25.00 50.00 51.0

（注） 2019年３月期期末配当金の内訳　 普通配当　16円00銭　　 記念配当　８円00銭

3. 2020年 3月期の連結業績予想（2019年 4月 1日～2020年 3月31日）
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 22,600 1.0 700 △30.3 700 △32.8 500 △44.9 30.66

通期 47,300 2.1 2,000 △26.3 2,100 △26.4 1,600 △30.0 98.10



※ 注記事項

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　：　無

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 　：　無

② ①以外の会計方針の変更 　：　無

③ 会計上の見積りの変更 　：　無

④ 修正再表示 　：　無

(3) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2019年3月期 18,220,000 株 2018年3月期 18,220,000 株

② 期末自己株式数 2019年3月期 1,909,567 株 2018年3月期 1,909,005 株

③ 期中平均株式数 2019年3月期 16,310,615 株 2018年3月期 16,311,146 株

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、その達
成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想に関する事項について
は、【添付資料】２ページ「１．経営成績等の概況　（１）当期の経営成績の概況」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況 

当連結会計年度におけるわが国の経済は、海外経済に先行き不透明感があるものの、企業収

益が高水準で推移し雇用情勢も引き続き改善が見られる等、総じて緩やかな景気回復が続きま

した。 

当社グループを取り巻く環境につきましては、日本国内におきましては、既存の集合住宅や

病院・高齢者施設等のインターホン設備等の更新需要が拡大いたしました。海外市場におきま

しては、米国では業務市場を中心にセキュリティニーズが高く、引き合いが増加いたしまし

た。 

このような状況の中で、当社グループはお客様のニーズに応えるべく、引き続き新製品の開

発と積極的な営業活動を展開して業績の向上に努めてまいりました。 

当連結会計年度の経営成績は、売上高463億３千７百万円（前連結会計年度比2.7％増）、営

業利益27億１千２百万円（同3.3％減）、経常利益28億５千２百万円（同0.2％減）、親会社株

主に帰属する当期純利益につきましては、投資有価証券売却益等を計上したことにより22億８

千７百万円（同49.1％増）となりました。 

 

(日本セグメント) 

住宅市場につきましては、戸建住宅におきまして、新築では当社の納入時期にあたる住宅着

工戸数が前期とほぼ同水準となる中、他社との競争激化により売上は前期から減少いたしまし

た。一方、リニューアルではワイヤレステレビドアホンの販売が好調に推移し売上が増加いた

しました。しかしながら新築の減少幅が大きく、戸建住宅全体としての売上は前期から減少い

たしました。 

集合住宅の新築につきましては、当社の納入時期にあたる住宅着工戸数が減少したことに伴

い、前期まで賃貸物件におきまして販売が好調であった小規模マンション・アパート向けシス

テムの販売が伸び悩んだものの、分譲物件におきましてデザイン性を高めた新商品の販売が好

調に推移し、売上は前期並となりました。一方、集合住宅のリニューアルにつきましては、第

６次中期経営計画におきまして戦略的な営業活動を進めてきた賃貸物件への販売が引き続き好

調であったことに加え、分譲物件におきましても従来の商品から「使いやすさ」や「施工性」

をさらに進化させた新商品を発売したことにより、販売が好調に推移し、売上は増加いたしま

した。この結果、集合住宅全体の売上は、増加いたしました。 

ケア市場につきましては、新築では当社の納入時期にあたる病院着工件数が減少する中、受

注プロセス管理強化による効果的な営業で病院への販売は増加したものの、施設や高齢者住宅

におきまして介護従事者の人員不足等により納入対象となる物件数が低調に推移するととも

に、新規参入や他社の攻勢の影響により、売上は減少いたしました。一方、リニューアルでは

大型病院や高齢者施設を中心とした業務効率改善のニーズを背景にＩＰネットワーク対応ナー

スコールシステムの販売が引き続き好調に推移したことにより、売上は増加いたしました。こ

の結果、ケア市場全体の売上はほぼ横ばいとなりました。 

業務市場につきましては、従来の商品に新たな機能を追加し、また機種を拡充して10月に発

売したＩＰネットワーク対応インターホンシステムの市場評価が高く販売は好調に推移いたし

ましたが、前期に重なった首都圏の大型再開発物件の納入が一段落した影響から、売上は減少

いたしました。 

これらの結果、日本セグメントの売上高は415億９百万円（前連結会計年度比2.9％増）、営

業利益につきましては、21億１千万円（同12.4％増）となりました。 
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(北米セグメント) 

アメリカの販売子会社であるアイホンコーポレーションにつきましては、集合住宅向けシス

テムの販売が伸び悩みました。しかしながら、依然として高い水準にあるセキュリティニーズ

を背景に、新たに発売したＩＰネットワーク対応インターホンシステムやテレビドアホンが学

校や公共施設等を中心に販売が好調に推移したことにより、売上は増加いたしました。 

これらの結果、北米セグメントの売上高は76億６千８百万円（前連結会計年度比8.5％増）と

なりました。また、営業利益につきましては、グループ間取引価格の変更の影響等もあり３億

４千９百万円（同40.3％増）となりました。 

 

(欧州セグメント) 

フランスの販売子会社であるアイホンＳ.Ａ.Ｓ.につきましては、フランス、ベルギー市場に

おきましてテレビドアホンの戦略的な営業活動により、戸建住宅市場における販売は好調に推

移いたしました。また、集合住宅市場におきましては公団住宅等を中心に集合住宅向けシステ

ムの積極的な提案活動が功を奏し、販売が好調に推移いたしました。 

イギリスの販売子会社であるアイホンＵＫにつきましては、セキュリティニーズを背景に公

共施設等へのＩＰネットワーク対応インターホンシステムやテレビドアホンの販売が好調に推

移したものの、集合住宅向けシステムの販売が伸び悩み、売上は減少いたしました。 

これらの結果、欧州セグメントの売上高は36億９千３百万円（前連結会計年度比3.4％増）、

営業利益は６千８百万円（同8.4％増）となりました。 

 

(タイセグメント) 

生産子会社であるアイホンコミュニケーションズ（タイランド）は、当社グループ向けに製

品等を生産・出荷しております。当連結会計年度におきましては、売上高は80億８千９百万円

（前連結会計年度比1.7％増）となりましたが、グループ間取引価格の変更の影響等もあり営業

利益は１億５千２百万円（同46.1％減）となりました。 

 

(ベトナムセグメント) 

生産子会社であるアイホンコミュニケーションズ（ベトナム）は、当社グループ向けに製品

等を生産・出荷しております。当連結会計年度におきましては、売上高は27億４千３百万円

（前連結会計年度比2.0％増）となりましたが、グループ間取引価格の変更の影響等により営業

利益は７千９百万円（同12.6％減）となりました。 

 

(その他) 

報告セグメントに含まれない販売子会社といたしまして、シンガポールの販売子会社である

アイホンＰＴＥ.におきましては、業務市場向けシステムの販売は好調に推移いたしましたが、

集合住宅の着工戸数の減少、他社との競争激化により集合住宅向けシステムの販売が減少し、

売上は減少いたしました。 

オーストラリアの販売子会社であるアイホンＰＴＹにおきましては、業務市場向けシステム

の販売は好調に推移いたしましたが、新築住宅着工戸数の減少や他社との競争激化により新築

住宅市場での販売が伸び悩み売上は減少いたしました。 

これらの結果、セグメントに含まれない販売子会社におきましては、売上高は８億５千３百

万円（前連結会計年度比13.3％減）となりました。また、中国の販売子会社である愛峰（上

海）貿易有限公司の清算の影響により営業損失は２千５百万円（前連結会計年度は営業損失４

千万円）となりました。 

（なお、当社販売子会社である愛峰（上海）貿易有限公司につきましては、当社グループ全

体の経営効率の向上を目的として、2017年12月から解散手続きを進め2019年２月に清算結了い

たしました。） 
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(今後の見通し) 

今後の見通しにつきまして、国内市場におきましては、新築住宅の住宅着工戸数は戸建住宅・

集合住宅ともに縮小していく傾向が予測されます。また、病院市場の新設着工件数も増加するこ

とは期待できず、高齢者施設等におきましても高齢者の増加で需要自体は拡大するものの、介護

従事者の人員不足等により市場環境といたしましては厳しい状況が予測されます。 

しかしながら、住宅におきましては引き続き戸建住宅・集合住宅ともにリニューアル需要は拡

大することが予測されます。戸建住宅におきましては高い評価をいただいているワイヤレステレ

ビドアホンに加え、新商品の投入によって販売を拡大してまいります。集合住宅におきまして

は、分譲物件では引き続き管理会社への営業活動を強化してまいります。賃貸物件におきまして

も、全国の賃貸管理会社との関係を強化し、引き続き小規模マンション・アパート向けシステム

の販売を拡大してまいります。 

ケア市場におきましても設備更新の需要は拡大が予測される中、人員不足といった課題をＩＰ

ネットワーク対応ナースコールＶｉ－ｎｕｒｓｅの提案で解決し、提供価値の拡大につなげてま

いります。 

海外市場におきましては、セキュリティニーズはさらに高まるものと予測し、北米・欧州を中

心に、新商品の市場浸透を進め販売の拡大につなげてまいります。また住宅市場、業務市場とも

にＩＰネットワーク対応商品のニーズのさらなる加速が予測されるため、それぞれの国や地域に

求められるニーズに合わせ、地域に密着した営業活動を行い、新商品の開発につなげてまいりま

す。 

生産面におきましては、ＩＴやロボット活用による合理化やグループ全体最適の観点による生

産体制の構築を進め、タイムリーで安定した商品供給と利益の創出につなげてまいります。 

今年度からスタートする第７次中期経営計画（2019年度～2021年度）におきましては、コミュ

ニケーションとセキュリティの技術とサービスを通して人々のくらしやはたらく人々の、「安

心・安全・快適」「生産性と価値の向上」を提供する企業を目指し、グループ一丸となって経営

目標の達成に邁進してまいります。 
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（２）当期の財政状態の概況 

① 資産、負債及び純資産の状況 

当連結会計年度末における資産は574億９千７百万円（前連結会計年度末546億３千４百万

円）となり28億６千２百万円増加いたしました。これは主に、現金及び預金が20億１千２百万

円増加、たな卸資産が５億４千８百万円増加、繰延税金資産が６億５千３百万円増加したもの

の、投資有価証券が８億６千２百万円減少したこと等によるものであります。 

負債は101億８千２百万円（前連結会計年度末85億９千９百万円）となり15億８千２百万円増

加いたしました。これは主に、未払法人税等が４億３千４百万円増加、仕入債務が２億５千２

百万円増加、未払金が１億４千７百万円増加、製品保証引当金が１億３千９百万円増加したこ

と等によるものであります。 

純資産は473億１千４百万円（前連結会計年度末460億３千５百万円）となり12億７千９百万

円増加いたしました。これは主に、親会社株主に帰属する当期純利益22億８千７百万円等があ

ったことによるものであります。 

 

② キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比べ20億７千８

百万円増加し、143億９千４百万円となりました。 

 

当連結会計年度におけるキャッシュ・フローは次のとおりです。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果、得られた資金は34億５千５百万円（前連結会計年度比366.4％増）となりま

した。これは主に、税金等調整前当期純利益29億９千２百万円に加え、減価償却費９億１百万

円の計上があったものの、法人税等の支払額４億９千３百万円等があったことによるものであ

ります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果、使用した資金は９億１百万円（同64.8％減）となりました。これは主に、

有形固定資産の取得による支出11億８千６百万円等があったことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果、使用した資金は５億４千８百万円（同3.8％減）となりました。これは主

に、配当金の支払額が５億２千１百万円等があったことによるものであります。 
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（参考)キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 

  2015年 

３月期 

2016年 

３月期 

2017年 

３月期 

2018年 

３月期 

2019年 

３月期 

自 己 資 本 比 率 82.5％ 80.9％ 81.7％ 84.3％ 82.3％ 

時 価 ベ ー ス の 

自 己 資 本 比 率 
61.0％ 58.9％ 54.2％ 54.3％ 49.5％ 

キャッシュ・フロー対 

有 利 子 負 債 比 率 
67.5％ 35.1％ 46.9％ 201.2％ 45.8％ 

イ ン タ レ ス ト ・ 

カバレッジ・レシオ 
291.6 620.5 684.2 137.5 586.4 

（注）１ 各指標の計算式は次のとおりであります。 

        自己資本比率             ：自己資本／総資産 

        時価ベースの自己資本比率       ：株式時価総額／総資産 

        キャッシュ・フロー対有利子負債比率  ：有利子負債／キャッシュ・フロー 

        インタレスト・カバレッジ・レシオ   ：キャッシュ・フロー／利払い 

２ いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

３ 株式時価総額は、自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

４ キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 

５ 有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべ

ての負債を対象としております。 

 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は、2018年６月１日をもちまして創立70周年を迎えることができました。つきましては、

これまでご支援をいただきました株主の皆様への感謝の意を表するため、期末配当におきまして

は１株当たり８円の記念配当を実施することにより普通配当金16円と合わせて１株あたりの期末

配当金を24円とし、年間１株当たり40円（中間配当金16円）の配当を予定しております。 

なお、次期の配当におきましては、当社の財政状態を踏まえ、株主の皆様へのより一層の利益

還元を実施するため、利益還元に関する基本方針を次のとおり変更し、年間で１株当たり50円の

配当を念頭においております。 

 

（利益還元に関する基本方針） 

当社では、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要な政策と位置づけており、長期的な視点

に立った安定的な配当を継続することに努めるとともに、経営基盤の強化と収益見通しを勘案し

つつ積極的な配当を検討してまいりたいと考えております。 

配当額につきましては、原則として１株当たりの年間基本配当金50円を念頭に、連結配当性向

35％を目途とした配当を行うことで、株主の皆様へ利益還元を実施してまいります。 

なお、資金需要の変化や予期せぬ急激な業績の悪化、自然災害等により通常の業務運営が困難

となった場合等におきましては、適時方針の見直しを図ってまいります。 
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（４）事業等のリスク 

当社及び連結子会社の経営成績等に影響を及ぼす可能性のあるリスクとしては、主に以下のよ

うなものがあります。 

なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在におきまして当社が判断した

ものであります。また、当社及び連結子会社はこれらのリスクを認識したうえで、その影響を最

小限にすべく事業活動を行ってまいります。 

 

① 新設住宅市場への依存 

当社及び連結子会社の売上において、海外の販売を強化するとともにリニューアル市場での売

上拡大に注力いたしておりますが、国内の新設住宅着工戸数の増減が経営成績等に影響を及ぼ

す可能性があります。 

② 品質問題の発生 

当社及び連結子会社では、品質に対する管理体制には万全を期しておりますが、予期せぬ不具

合等の発生に伴い製造物賠償責任が発生し、経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。 

③ 法令等の違反 

当社及び連結子会社では、コンプライアンス体制を確立するため、行動規範や規程等を整備す

るとともにリスク管理委員会等を設置し、法令及び企業倫理に反しない企業を目指し啓蒙活動

等を推進しておりますが、法令等違反が発生した場合には、経営成績等に影響を及ぼす可能性

があります。 

④ 知的財産権の紛争 

当社及び連結子会社が保有する知的財産権の保護に関しましては適切な管理体制を敷くととも

に、第三者の知的財産権を侵害することのないよう十分な調査等を行っておりますが、図らず

も第三者との間で知的財産権に係る紛争が発生した場合には、経営成績等に影響を及ぼす可能

性があります。 

⑤ 自然災害の発生 

当社及び連結子会社は、国内及び海外の各地に事業を展開しており、地震等の大規模な自然災

害の発生により生産拠点、販売拠点に甚大な被害が発生した場合には、経営成績等に影響を及

ぼす可能性があります。 

⑥ 国際情勢の不安 

当社及び連結子会社は、海外の各地に事業を展開しており、各国の政治・経済の動向あるいは

戦争、テロの発生等が経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。 

⑦ 為替の変動 

当社及び連結子会社は、海外の各地に事業を展開しており、各国の経済情勢や環境の変化等に

よる為替変動が、経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。 

⑧ 情報の漏洩及び滅失の発生 

当社及び連結子会社が保有する個人情報を含む機密情報に関しましては、情報の管理体制を確

立するため情報セキュリティ規程等を整備するとともに、運用環境の整備を継続的に行ってお

りますが、予期せぬ事態の発生に伴い保有情報が漏洩もしくは滅失し、経営成績等に影響を及

ぼす可能性があります。 
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２．企業集団の状況

当社の企業集団は、当社及び子会社９社で構成され、戸建住宅向けシステム、集合住宅向けシス

テム、医療・福祉施設向けシステム、オフィス・工場向けシステム等の電気通信機器の製造・販売

を主な内容とし、さらに各事業に関連する据付工事、請負、修理等の事業活動を展開しておりま

す。 

当企業集団の各社の事業に係る位置づけは、次のとおりであります。 

当社が電気通信機器を製造・販売するほか、生産面ではタイのアイホンコミュニケーションズ

（タイランド）とベトナムのアイホンコミュニケーションズ（ベトナム）が製品の生産を行ってお

ります。フランスのＧＥＧＡ ＥＬＥＣＴＲＯＮＩＱＵＥが製品の生産及び一部販売を行っており

ます。国内ではアイホンコミュニケーションズ株式会社が当社製品の生産と基板の加工を行ってお

ります。 

また、販売面では北米につきましてはアイホンコーポレーションが、欧州につきましてはアイホ

ンＳ.Ａ.Ｓ.が、オセアニアにつきましてはアイホンＰＴＹが、シンガポール及びマレーシアにつき

ましてはアイホンＰＴＥ.が、イギリスにつきましてはアイホンＵＫがそれぞれ販売を行っておりま

す。 

事業の系統図は次のとおりであります。（2019年３月末現在） 

 

 

３．会計基準の選択に関する基本的な考え方

 将来のＩＦＲＳ適用に備え、社内のマニュアルや指針等の整備及びその適用時期について検討を進

めております。 
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４．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表
    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(2018年３月31日) 
当連結会計年度 
(2019年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 13,632 15,645 

受取手形及び売掛金 9,616 9,803 

電子記録債権 1,801 2,122 

有価証券 1,197 901 

製品 3,649 4,302 

仕掛品 1,813 1,820 

原材料 3,606 3,495 

その他 335 354 

貸倒引当金 △60 △68 

流動資産合計 35,593 38,375 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 5,616 6,037 

減価償却累計額 △3,923 △4,098 

建物及び構築物（純額） 1,692 1,938 

機械装置及び運搬具 1,734 1,993 

減価償却累計額 △1,073 △1,146 

機械装置及び運搬具（純額） 661 847 

工具、器具及び備品 7,229 7,533 

減価償却累計額 △6,170 △6,497 

工具、器具及び備品（純額） 1,058 1,036 

土地 4,995 5,002 

リース資産 108 138 

減価償却累計額 △44 △50 

リース資産（純額） 63 88 

建設仮勘定 192 62 

有形固定資産合計 8,664 8,976 

無形固定資産    

その他 0 0 

無形固定資産合計 0 0 

投資その他の資産    

投資有価証券 7,927 7,065 

繰延税金資産 1,009 1,662 

その他 1,441 1,417 

貸倒引当金 △1 △0 

投資その他の資産合計 10,377 10,145 

固定資産合計 19,041 19,121 

資産合計 54,634 57,497 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(2018年３月31日) 
当連結会計年度 
(2019年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

電子記録債務 539 596 

買掛金 1,593 1,789 

リース債務 19 28 

未払法人税等 266 701 

製品保証引当金 151 290 

その他 3,912 4,347 

流動負債合計 6,483 7,753 

固定負債    

リース債務 48 66 

再評価に係る繰延税金負債 118 118 

退職給付に係る負債 300 362 

その他 1,649 1,880 

固定負債合計 2,116 2,428 

負債合計 8,599 10,182 

純資産の部    

株主資本    

資本金 5,388 5,388 

資本剰余金 5,407 5,407 

利益剰余金 35,875 37,640 

自己株式 △3,273 △3,274 

株主資本合計 43,398 45,162 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 2,664 1,865 

土地再評価差額金 △438 △438 

為替換算調整勘定 635 871 

退職給付に係る調整累計額 △224 △145 

その他の包括利益累計額合計 2,636 2,152 

純資産合計 46,035 47,314 

負債純資産合計 54,634 57,497 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）
    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(自 2017年４月１日 
 至 2018年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 2018年４月１日 

 至 2019年３月31日) 

売上高 45,113 46,337 

売上原価 24,770 25,426 

売上総利益 20,342 20,910 

販売費及び一般管理費 17,537 18,197 

営業利益 2,805 2,712 

営業外収益    

受取利息 31 41 

受取配当金 126 130 

受取家賃 49 49 

受取ロイヤリティー 150 150 

受託開発収入 42 - 

その他 65 79 

営業外収益合計 465 451 

営業外費用    

支払利息 5 5 

売上割引 229 232 

為替差損 80 36 

受託開発費用 50 - 

その他 45 36 

営業外費用合計 411 311 

経常利益 2,859 2,852 

特別利益    

固定資産売却益 9 8 

為替換算調整勘定取崩額 - 17 

投資有価証券売却益 - 148 

特別利益合計 9 175 

特別損失    

固定資産売却損 12 3 

固定資産除却損 4 4 

減損損失 2 - 

投資有価証券評価損 606 27 

特別損失合計 626 35 

税金等調整前当期純利益 2,242 2,992 

法人税、住民税及び事業税 785 904 

法人税等調整額 △76 △198 

法人税等合計 708 705 

当期純利益 1,533 2,287 

親会社株主に帰属する当期純利益 1,533 2,287 
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（連結包括利益計算書）
    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(自 2017年４月１日 
 至 2018年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 2018年４月１日 

 至 2019年３月31日) 

当期純利益 1,533 2,287 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 623 △798 

土地再評価差額金 △0 - 

為替換算調整勘定 65 235 

退職給付に係る調整額 133 79 

その他の包括利益合計 822 △484 

包括利益 2,355 1,802 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 2,355 1,802 
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自 2017年４月１日 至 2018年３月31日）

        （単位：百万円） 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 5,388 5,407 34,878 △3,272 42,402 

当期変動額          

剰余金の配当     △538   △538 

親会社株主に帰属する当期
純利益     1,533   1,533 

自己株式の取得       △0 △0 

土地再評価差額金の取崩     0   0 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）          

当期変動額合計 － － 996 △0 995 

当期末残高 5,388 5,407 35,875 △3,273 43,398 

 

             

  その他の包括利益累計額 

純資産合計 
 

その他有価
証券評価差
額金 

土地再評価
差額金 

為替換算調
整勘定 

退職給付に係
る調整累計額 

その他の包
括利益累計
額合計 

当期首残高 2,040 △437 570 △358 1,815 44,218 

当期変動額            

剰余金の配当           △538 

親会社株主に帰属する当期
純利益           1,533 

自己株式の取得           △0 

土地再評価差額金の取崩           0 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 623 △1 65 133 821 821 

当期変動額合計 623 △1 65 133 821 1,816 

当期末残高 2,664 △438 635 △224 2,636 46,035 
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当連結会計年度（自 2018年４月１日 至 2019年３月31日）

        （単位：百万円） 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 5,388 5,407 35,875 △3,273 43,398 

当期変動額          

剰余金の配当     △521   △521 

親会社株主に帰属する当期
純利益     2,287   2,287 

自己株式の取得       △0 △0 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）          

当期変動額合計 － － 1,765 △0 1,764 

当期末残高 5,388 5,407 37,640 △3,274 45,162 

 

             

  その他の包括利益累計額 

純資産合計 
 

その他有価
証券評価差
額金 

土地再評価
差額金 

為替換算調
整勘定 

退職給付に係
る調整累計額 

その他の包
括利益累計
額合計 

当期首残高 2,664 △438 635 △224 2,636 46,035 

当期変動額            

剰余金の配当           △521 

親会社株主に帰属する当期
純利益           2,287 

自己株式の取得           △0 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 

△798 － 235 79 △484 △484 

当期変動額合計 △798 － 235 79 △484 1,279 

当期末残高 1,865 △438 871 △145 2,152 47,314 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書
    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(自 2017年４月１日 
 至 2018年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 2018年４月１日 

 至 2019年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益 2,242 2,992 

減価償却費 866 901 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3 5 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 192 63 

製品保証引当金の増減額（△は減少） △36 139 

受取利息 △31 △41 

受取配当金 △126 △130 

為替差損益（△は益） △8 △4 

支払利息 5 5 

投資有価証券評価損益（△は益） 606 - 

投資有価証券売却損益（△は益） - △148 

有形固定資産売却損益（△は益） 3 △4 

為替換算調整勘定取崩額 - △17 

有形固定資産除却損 4 4 

減損損失 2 - 

売上債権の増減額（△は増加） △170 △462 

たな卸資産の増減額（△は増加） △689 △476 

仕入債務の増減額（△は減少） △241 230 

その他 △623 732 

小計 1,991 3,787 

利息及び配当金の受取額 150 167 

利息の支払額 △5 △5 

法人税等の支払額 △1,395 △493 

営業活動によるキャッシュ・フロー 740 3,455 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出 △1,645 △1,234 

定期預金の払戻による収入 1,500 1,328 

有価証券の取得による支出 △300 △97 

有価証券の売却及び償還による収入 651 801 

有形固定資産の取得による支出 △2,066 △1,186 

有形固定資産の売却による収入 17 10 

投資有価証券の取得による支出 △714 △818 

投資有価証券の売却による収入 - 266 

その他 △4 29 

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,560 △901 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

自己株式の取得による支出 △0 △0 

リース債務の返済による支出 △31 △25 

配当金の支払額 △538 △521 

財務活動によるキャッシュ・フロー △569 △548 

現金及び現金同等物に係る換算差額 47 72 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,341 2,078 

現金及び現金同等物の期首残高 14,657 12,315 

現金及び現金同等物の期末残高 12,315 14,394 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。 

 

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）
１ 連結の範囲に関する事項

(イ）連結子会社の数 7社

アイホンコーポレーション、アイホンS.A.S.、アイホンPTY、アイホンPTE.、アイホンUK、アイホンコミ

ュニケーションズ（タイランド）、アイホンコミュニケーションズ（ベトナム）

 なお、前連結会計年度において連結子会社でありました愛峰（上海）貿易有限公司は2019年2月に清算

結了しているため、連結の範囲から除外しております。ただし、清算結了までの損益計算書は連結してお

ります。

(ロ）非連結子会社名 

アイホンコミュニケーションズ㈱、GEGA ELECTRONIQUE

（連結の範囲から除いた理由）

 上記非連結子会社はいずれも小規模会社であり、各社の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため

であります。

(ハ）他の会社等の議決権の過半数を自己の計算において所有しているにもかかわらず子会社としなかった当該

他の会社等はありません。

 

２ 持分法の適用に関する事項

 持分法を適用していない非連結子会社（アイホンコミュニケーションズ㈱、GEGA ELECTRONIQUE）は、当期

純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結財

務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外してお

ります。

 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

 連結子会社のうち、愛峰（上海）貿易有限公司の決算日は12月31日であります。連結財務諸表の作成にあた

っては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整

を行っております。その他の連結子会社の決算日は、連結会計年度と一致しております。

 

４ 会計方針に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

(イ）有価証券

その他有価証券

・時価のあるもの…決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定）

・時価のないもの…移動平均法に基づく原価法

なお、債券のうち「取得価額」と「債券金額」との差額の性格が金利の調整と認められるものについて

は、移動平均法に基づく償却原価法（定額法）により原価を算定しております。

(ロ）デリバティブ

時価法

(ハ）たな卸資産

製品・仕掛品・原材料………主として総平均法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による

簿価切下げの方法により算定）

補助材料………………………最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法

により算定）

 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

(イ）有形固定資産（リース資産を除く）

有形固定資産………当社は定率法

連結子会社は主として定額法

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物   ３～50年

工具、器具及び備品 ２～20年
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(ロ）リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

 

(3）重要な引当金の計上基準

(イ）貸倒引当金

 当社は、金銭債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。また、連

結子会社は主として特定の債権について回収不能見込額を計上しております。

(ロ）製品保証引当金

 当社は、製品の無償修理費用に備えるため、将来発生する修理費用の見積額を計上しております。

 

(4）退職給付に係る会計処理の方法

(イ）退職給付見込額の期間帰属方法

 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につ

いては、給付算定式基準によっております。

(ロ）数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

 過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）

による按分額を費用処理しております。

 数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理してお

ります。

(ハ）未認識数理計算上の差異の会計処理方法

 未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計

額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

 

(5）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。なお、在外連結子会社の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び

費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めておりま

す。

 

(6）重要なヘッジ会計の方法

(イ）ヘッジ会計の方法

 繰延ヘッジ処理によっております。

(ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…通貨オプション

ヘッジ対象…外貨建予定取引（輸入債務、輸出債権）

(ハ）ヘッジ方針

 主に当社の「外貨建リスクヘッジ管理規程」に基づき、為替相場動向等を勘案の上、外貨建輸入債務及

び外貨建輸出債権に係る為替変動リスクをヘッジしております。

(ニ）ヘッジ有効性評価の方法

 外貨建予定取引については、取引条件の予測可能性及び実行可能性に基づき、ヘッジ対象としての適格

性を検討することにより、有効性の評価を実施しております。

 

(7）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 手許現金、要求払預金及び取得日から３カ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資を資金の範囲としております。

 

(8）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理

 税抜方式によっております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１ 報告セグメントの概要

 当社グループの報告セグメントは、当社及び連結子会社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可

能であり、取締役会・経営会議が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う

対象となっているものであります。

 当社グループは、電気通信機器を製造・販売する単一事業分野にて営業活動を行っており、国内におい

ては当社が、海外では、タイにおいてはアイホンコミュニケーションズ（タイランド）が、ベトナムにお

いてはアイホンコミュニケーションズ（ベトナム）が製品の生産を行っております。また、北米において

はアイホンコーポレーションが、欧州においてはアイホンＳ.Ａ.Ｓ.及びアイホンＵＫが販売を行ってお

ります。これらの現地法人はそれぞれの独立した経営単位であり、取り扱う製品（部品）について各地域

の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

 

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

 報告されている事業セグメントの会計処理方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と概ね同一であります。

 報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であり、セグメント間の内部収益及び振替高は、市場

実勢価格に基づいております。

 

３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自 2017年４月１日 至 2018年３月31日）

                  （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 

（注）１ 
合計 

調整額 
（注）２ 

連結財務諸
表計上額 
（注）３   日本 北米 欧州 タイ ベトナム 計 

売上高                    

外部顧客への売上
高 33,542 7,022 3,564 － － 44,129 983 45,113 － 45,113 

セグメント間の内
部売上高又は振替
高 

6,782 47 8 7,954 2,688 17,480 0 17,481 △17,481 － 

計 40,325 7,069 3,572 7,954 2,688 61,610 984 62,595 △17,481 45,113 

セグメント利益又は
損失（△） 

1,878 248 63 282 91 2,564 △40 2,523 281 2,805 

セグメント資産 47,707 3,910 2,301 5,973 1,655 61,548 523 62,072 △7,437 54,634 

セグメント負債 7,807 755 848 686 195 10,292 82 10,375 △1,775 8,599 

その他の項目                    

減価償却費 403 35 18 262 126 846 1 848 － 848 

有形固定資産及び
無形固定資産の増
加額 

1,526 11 4 500 188 2,231 1 2,233 － 2,233 

（注）１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、オーストラリア及びシ

ンガポール並びに上海の現地法人の事業活動を含んでおります。

   ２ 調整額は、以下のとおりであります。

(1）セグメント利益又は損失の調整額は、セグメント間取引消去によるものであります。

(2）セグメント資産の調整額は、セグメント間取引消去によるものと全社資産であります。なお、

全社資産の金額は、当連結会計年度543百万円であり、長期投資資金（投資有価証券）のうち銀

行株であります。

(3）セグメント負債の調整額は、セグメント間取引消去によるものであります。

   ３ セグメント利益又は損失は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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当連結会計年度（自 2018年４月１日 至 2019年３月31日）

                  （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 

（注）１ 合計 
調整額 

（注）２ 

連結財務諸
表計上額 
（注）３   日本 北米 欧州 タイ ベトナム 計 

売上高                    

外部顧客への売上
高 

34,191 7,620 3,671 - - 45,483 853 46,337 - 46,337 

セグメント間の内
部売上高又は振替
高 

7,318 48 21 8,089 2,743 18,221 - 18,221 △18,221 - 

計 41,509 7,668 3,693 8,089 2,743 63,705 853 64,558 △18,221 46,337 

セグメント利益又は
損失（△） 

2,110 349 68 152 79 2,760 △25 2,735 △22 2,712 

セグメント資産 49,447 4,529 2,208 6,595 2,259 65,040 480 65,521 △8,023 57,497 

セグメント負債 8,924 1,012 682 969 668 12,258 71 12,330 △2,148 10,182 

その他の項目                    

減価償却費 381 33 15 310 114 856 1 857 - 857 

有形固定資産及び
無形固定資産の増
加額 

284 15 2 464 537 1,303 1 1,304 - 1,304 

（注）１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、オーストラリア及びシ

ンガポール並びに上海の現地法人の事業活動を含んでおります。

   ２ 調整額は、以下のとおりであります。

(1）セグメント利益又は損失の調整額は、セグメント間取引消去によるものであります。

(2）セグメント資産の調整額は、セグメント間取引消去によるものと全社資産であります。なお、

全社資産の金額は、当連結会計年度430百万円であり、長期投資資金（投資有価証券）のうち銀

行株であります。

(3）セグメント負債の調整額は、セグメント間取引消去によるものであります。

   ３ セグメント利益又は損失は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

（１株当たり情報）

 
前連結会計年度

（自 2017年４月１日
至 2018年３月31日）

当連結会計年度
（自 2018年４月１日
至 2019年３月31日）

１株当たり純資産額 2,822円34銭 2,900円90銭

１株当たり当期純利益 94円02銭 140円22銭

（注）１ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。

 

２ １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自 2017年４月１日
至 2018年３月31日）

当連結会計年度
（自 2018年４月１日
至 2019年３月31日）

親会社株主に帰属する当期純利益

（百万円）
1,533 2,287

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期

純利益（百万円）
1,533 2,287

期中平均株式数（株） 16,311,146 16,310,615

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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５．その他

（１）役員の異動 

  ① 代表取締役の異動 

    該当事項はありません。 

 

  ② その他の役員の異動 

   ・退任予定取締役 

     取締役常務執行役員 寺尾 浩典 

   ・新任予定監査役 

     （非常勤）監査役 松井 夏樹（現 公認会計士） 

   ・退任予定監査役 

     （非常勤）監査役 加藤 正樹 

 

  ③ 就任及び退任予定日 

    2019年６月27日 

 

（２）その他 

  該当事項はありません。 
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６．補足情報 （連結）

(１)  設備投資 （単位：百万円）

(２)  減価償却費 （単位：百万円）

(３)  研究開発費 （単位：百万円）

設備投資
当連結会計年度 次期計画

（自　2018年４月１日
　  至　2019年３月31日）

（自　2019年４月１日
　  至　2020年３月31日）

　　建物及び構築物 380 101

　　機械装置及び運搬具 352 441

　　工具、器具及び備品 478 467

　　土地 ― ―

　　リース資産 48 30

　　建設仮勘定 44 ―

合　　　　計 1,304 1,040

減価償却費（有形固定資産） 879 891

研究開発費 3,018 3,442

- 21 -

アイホン㈱（6718）2019年3月期　決算短信




